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こ
れ
ら
の
取
り
組
み
に
よ
り
、
平
成　
22

年
度
末
の
財
源
調
整
に
充
て
る
基
金
（
財

政
調
整
基
金
、
減
債
基
金
、
備
荒
資
金
組

合
超
過
納
付
金
）
の
残
高
は
５
億
円
程
度
、

特
定
目
的
基
金
（
一
般
廃
棄
物
処
理
施
設

整
備
基
金
、
職
員
退
職
手
当
積
立
金
、
い

き
い
き
人
と
ま
ち
基
金
等
）
の
残
高
は
７

４
億
円
程
度
に
な
る
と
試
算
し
て
い
ま
す
。

　

取
り
組
み
の
項
目
に
は
、
市
税
徴
収
率

の
向
上
は
も
ち
ろ
ん
、
事
務
事
業
の
見
直

し
に
伴
う
市
民
サ
ー
ビ
ス
の
改
変
や
負
担

の
増
加
な
ど
、
皆
さ
ん
に
ご
理
解
い
た
だ

か
な
け
れ
ば
実
現
で
き
な
い
も
の
が
た
く

さ
ん
あ
り
ま
す
が
、
行
政
と
し
て
担
う
べ

き
役
割
は
し
っ
か
り
と
担
い
つ
つ
で
き
る

だ
け
行
政
の
効
率
化
を
図
り
、
市
民
サ
ー

ビ
ス
の
低
下
や
負
担
増
に
な
ら
な
い
よ
う

に
努
め
ま
す
の
で
、
市
民
の
皆
さ
ん
の
ご

協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

この特集に関する
お問い合わせは

財政グループ
�○８５ １３３１
�○８５ １１０８

Ｅメール
fin@city.noboribetsu.hokkaido.jp

財政健全化に向けた
取り組み　　　　　

�少数精鋭を基本とした職員体制の構築
　　少数精鋭を基本とした職員体制の構築を図る
　ため、今後３年間で25人を削減し、平成22年度
　には464人体制を目指します。
※平成16年度からの６年間で67人（13％）の削減。
�嘱託員・臨時職員の縮減
　　嘱託員・臨時職員についても人員の削減を行
　います。
�給与の独自削減
　　平成16年度から給料や手当の独自削減（効果
　額約5.8億円）を行い、平成18年度の市職員の
　ラスパイレス指数（用語説明参照）は91.5で、
　全道35市中29位となっています。
　　また、厳しい財政状況を踏まえこの４月から
　地域給を導入し、平均4.8％の削減を行いまし
　たが、今後もさらに新たな独自削減を行います。
◎１０月からの独自削減の内容（第２回市議会定例
　会に提案中）
給　　料…市長20％（10％）、副市長15％（７％）、
　　　　　教育長12％（７％）、管理職６％（4.2％）、
　　　　　管理職以外５％（3.2％）
退職手当…市長20％（10％）、副市長・教育長10％
　　　　　（７％）、一般職員4.7％（継続）
※削減期間は、市長、副市長、教育長は当分の間、
　一般職員は平成23年３月31日までです。（　）は
　９月までの削減率です。
�事務・管理経費の縮減
　　事務・管理経費の徹底した見直しを行い、各
　経費それぞれの目標値を決めて削減するととも
　に、効率的な執行に努めます。
�高利率市債の繰上償還
　　高利率の市債（政府資金）を繰上償還するに
　はこれまで補償金が必要でしたが、一部補償金
　の免除が認められることになったため、この制
　度を活用し後年度の公債費の軽減を進めます。

行政経費の縮減（約7.3億円）

・

特集 財政の健全化を目指して

　使用目的が決められている基金は、その目的に
沿って計画的な運用を行い、財源調整に充てるこ
とのできる基金は、財源不足の圧縮に努めながら
適切な活用を図ります。

�普通建設事業の見直し
　　道路や市営住宅などで、市民生活に大きな支
　障を来すものを除いた施設の整備スピードを遅
　らせ、経費の縮減や市債の抑制を図ります。
　　大規模な事業は当面実施できませんが、それ
　に代わる財政負担の少ない市民ニーズに対応す
　ることができるものは、弾力的に対応します。
�事務事業の見直し
　　事務事業の緊急性や必要性などについて、事
　務事業評価などを参考に、見直しを図って進め
　ます。
　　補助金・助成金は、平成17年度に第三者機関
　による見直しを行いましたが、再度見直しを行
　い縮減に努めます。

�市税徴収率の向上
　　市税の徴収率は、平成17年度88.5％、平成18
　年度89.9％と向上していますが、平成19年度以
　降は90.5％を見込んでおり、さらに工夫、努力
　を行い１％以上の徴収率の向上を目指します。
�遊休不動産の売却
　　市が保有する土地で利用計画のないものを積
　極的に売却します。
�受益者負担の適正化
　　集会施設の使用料や下水道料金、し尿処理手
　数料、ごみ処理手数料などについて見直しを行
　い受益者負担の適正化を図ります。
�退職手当債の活用
　　集中改革プランを上回る職員削減を実施する
　ことにより、１０億円予定している退職手当債の
　上積みが可能となりますので、その活用を図り
　ます。

基金の計画的運用と適切な活用
（14.6億円程度）

事務事業の見直し（約1.7億円）

歳入の確保（約4.6億円）


